
親事業者の業務平準化のため、発注数量が予定より大幅に増えても納期（生産計画）
を変えてくれず、残業等のしわ寄せが発生している。（自動車産業）

親事業者の残業時間の制限により、親事業者内で処理できない仕事が増え、当社に回っ
てくる。今後、中小企業でも時間外規制が導入された場合、このような仕事をどこが対応す
るのだろうか。（自動車産業）

働き方改革に関する下請等中小企業の生の声※

～ 発注側企業の４つの留意事項 ～

(3)納期対応

(1)受注量の急増

(4)費用負担の押し付け

(2)繁忙期対応

大手企業が在庫を持たないため、数量がある程度決まってから発注。発注後は早期の納
品を迫られる。また予測と異なり、販売数量が少なかった場合は自社の在庫負担となる。
（食料品製造業）

親事業者が行うべき納品・検収システムの入力作業を押し付けられることになった。（自動
車産業）

現場まで運送をしても工事延期がある場合は、荷物を持ち帰らなければならないうえ、費用
もみてもらえない。（道路貨物運送業）

小売業の「売り切れ＝損失＝メーカーの責任」という考え方が強く、即時対応が常態化。
（食料品製造業）

取引先の大企業の時短対応のため、丸投げが増えた。建設業は、工程遅れを下請が取り
戻す構造。元請は休むが下請は責任施工と言われ、やることが増えた。（建設業）

親事業者側の勤務時間管理の厳格化のため、始業時間までに各現場への納入が求めら
れる。自社の社員の負担が大きくなり苦慮している。（建材・住宅設備産業）

４回～８回／日の多頻度小口配送が常態化している。そのため、納入先の近くに倉庫を
賃借するなどの対応が必要でコストが掛かりすぎる。（道路貨物運送業）

国は公共事業を平準化を推進していると言うが、実際の地方公共団体の発注は年度後
半に偏るため、同時期が繁忙期となる。地方自治体による発注の平準化が必要。（土
木・建築サービス業）

親事業者の働き方改革実施により年末年始に発注が集中したため、三が日も操業した。
今春の10連休の対応が心配である。（印刷産業）

※中小企業庁にて働き方改革に関連して実施したアンケート調査・ヒアリング調査からの抜粋

⇒【留意事項①】受注企業にも配慮した生産計画を！！

⇒【留意事項③】納期、納入頻度の適正化を！！

⇒【留意事項②】発注の平準化を！！

⇒【留意事項④】適正なコスト負担を！！



事例①：短納期発注による買いたたき

発注者は、短納期発注を行い、受注者は休日対応することを余儀なくされ、人件費等のコ
ストが大幅に増加したにもかかわらず、通常の単価と同一の単価を一方的に定めた。

事例②：業務効率化の果実の摘み取り

発注者は、受注者から社外秘である製造原価計算資料、労務管理関係資料等を提出さ
せ、資料を分析し、「利益率が高いので値下げに応じられるはず」などと主張し、著しく低い取
引対価を一方的に定めた。

「働き方改革」を阻害する不当な行為をしないよう
気を付けましょう！！

(1)買いたたき

事例③：付加価値の不払

発注者は、書面において短納期発注については「特急料金」を定めていたところ、受注者に
対して短納期発注を行ったにもかかわらず、「予算が足りない」などの理由により、特急料金を
支うことなく、通常の代金しか支払わなかった。

(2)減額

（下請法第４条第１項第５号・独占禁止法第２条第９項第５号ハ）

（下請法第４条第１項第３号・独占禁止法第２条第９項第５号ハ）

 以下の行為は、下請法や独占禁止法で定める禁止行為に該当する
可能性があります。



事例④：直前キャンセル

発注者は、受注者に対して運送業務を委託しているところ、特定の荷主の荷物を集荷する
ために、毎週特定の曜日に受注者のトラックを数台待機させることを契約で定めていた。当日
になって「今日の配送は取りやめになった」と一方的にキャンセルし、その分の対価を支払わな
かった。

(3)不当な給付内容の変更・やり直し

事例⑤：短納期発注による受領拒否

発注者は、発注後、一方的に納期を短く変更し、受注者は従業員による長時間勤務に
よって対応したが、その納期までに納入が間に合わず、納入遅れを理由に商品の受領を拒否
した。

(4)受領拒否

事例⑥：働き方改革に向けた取組のしわ寄せ

発注者は、商品の発注に関するデータの自社システムへの入力業務を発注者自ら行うべき
であるにもかかわらず、受注者に対して無償で行わせた。

(5)不当な経済上の利益提供要請

（下請法第４条第２項第４号
・独占禁止法第２条第９項第５号ハ）

（下請法第４条第１項第１号・独占禁止法第２条第９項第５号ハ）

（下請法第４条第２項第３号
・独占禁止法第２条第９項第５号ロ）
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労働基準監督署で把握した
働き方改革を阻害する取引環境の改善事例

事例① ●所在県：神奈川
●従業員：５名
●業 種：運送業

【概要】

• 梱包資材の配送を請け負う
運送事業者

• 労働時間の記録によると、
36協定の協定時間を超え、
１日の拘束時間の上限
（16時間）を複数回超え
るトラック運転者が３名

【指導内容】

• 労働基準法第32条違反

（労働時間）

• 改善基準告示違反

（拘束時間）

【改善の取組】

・ 荷主会社と協議を行い、

① 配送ルートの見直しに

より１日当たりの便数を

１便減少させ、配送業務

の合理化

② 荷主の指定先での荷積

み作業について、荷主の

協力を得て、荷主の労働

者と複数名で作業をする

ことで荷積み時間を短縮

⇒ 自動車運転者の残業時間

が短縮

労働基準監督署の監督指導を契機に取引環境の改善を行った事業者を紹介します。

【概要】

• 工業部品の配送を請け負う
運送事業者

• 運転日報などの記録による
と、36協定の協定時間を超
え、１か月の拘束時間の上
限（320時間）を超えるト
ラック運転者が２名

【指導内容】

• 労働基準法第32条違反
（労働時間）

• 改善基準告示違反

（拘束時間）

事例② ●所在県：富山
●従業員：80名
●業 種：運送・

倉庫業

事例③

【概要】

• 眼鏡フレームの製造を請け
負う事業者

• 労働時間の記録によると、
製造ラインにおいて、36協
定の特別延長時間の適用回
数が６回を超え、残業時間
が80時間超の労働者が１名

【指導内容】

• 労働基準法第32条違反

（労働時間）

【改善の取組】

・ 親会社に対して、

36協定の範囲内の残業では

受注への対応が難しい事情

を説明したところ、繁忙期

の生産について、受注額を

落とさず、親会社が発注前

に加工の一部を自ら行った

上で発注し作業工程が減少

⇒ 製造現場の労働者の残業

時間が短縮

●所在県：福井
●従業員：15名
●業 種：製造業

【改善の取組】

・ 荷主会社と協議を行い、

① 運賃の値上げと発注か

ら出荷まで２日以上空け

ることを要請し、改善

② 出荷の際にパレット出

荷を原則とし、バラ積み

出荷による荷積み時間の

ロスを抑制

③ 荷主の指定する荷下ろ

し箇所を３箇所から１箇

所に集約

⇒ 自動車運転者の残業時間

が短縮

厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署
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